新　　　　　　旧　　　　　　対　　　　　　照　　　　　　表
	新
	旧

	高知県都市計画法施行細則(抜粋)
	高知県都市計画法施行細則(抜粋)

	本則
	本則

	
	

	(条例第13条に規定する開発行為の基準)

第17条　条例第13条の規則で定める基準は、次のとおりとする。
	(条例第13条に規定する開発行為の基準)

第17条　条例第13条に規定する規則で定める基準は、次に定めるとおりとする。

	(1)　条例第13条第1号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(1)　条例第13条第1号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア　市街化調整区域に居住している世帯(条例第13条第1号の市街化調整区域に居住している世帯をいう。以下この号において同じ。)が居住している建築物が線引き前建築物又は確認済建築物であること。
	ア　市街化調整区域に居住している世帯(条例第13条第1号の市街化調整区域に居住している世帯をいう。以下同じ。)が居住している建築物が線引き前建築物又は確認済建築物であること。

	イ　別世帯(条例第13条第1号の別世帯をいう。以下この号において同じ。)を構成しようとする者に、婚姻、家族構成の変化、被災、借家からの立ち退き等条例第7条第1号の建築物を建築する必要性があること。
	イ　別世帯(条例第13条第1号の別世帯をいう。以下同じ。)を構成しようとする者に、婚姻、家族構成の変化、被災、借家からの立ち退き等条例第7条第1号の建築物を建築する必要性があること。

	ウ・エ　略
	ウ・エ　略

	オ　条例第13条第1号に規定する開発行為を行おうとする土地がアに掲げる建築物の敷地から最短距離で600メートル未満にあり、かつ、次のいずれかに該当する土地であること。
	オ　条例第13条第1号に規定する開発行為を行おうとする土地がアに掲げる建築物の敷地から最短距離で600メートル未満にあり、かつ、次のいずれかに該当する土地であること。

	(ア)～(ウ)　略
	(ア)～(ウ)　略

	(エ)　農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)又は土地改良法(昭和24年法律第195号)による換地処分又は交換分合により取得された土地であって、当該換地処分又は交換分合の対象となった従前の土地が(ア)から(ウ)までのいずれかに該当していた土地
	(エ)　農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)又は土地改良法(昭和24年法律第195号)による換地処分又は交換分合により取得された土地であって、当該換地処分又は交換分合の対象となった従前の土地が(ア)、(イ)又は(ウ)に該当していた土地

	(オ)　収用対象事業の実施に伴い、(ア)から(ウ)までのいずれかに該当していた土地が起業地として収用され、その代替地として取得した土地(起業者による起業地の収用の日から1年以内に取得した代替地であることを確認することができない場合を除く。)
	(オ)　収用対象事業の実施に伴い、(ア)、(イ)又は(ウ)に該当していた土地が起業地として収用され、その代替地として取得した土地(起業者による起業地の収用の日から1年以内に取得した代替地であることが確認できない場合を除く。)

	カ　略
	カ　略

	キ　条例第13条第1号に規定する開発行為を行おうとする土地(カで新たに敷地の一部とした土地を含む。)の面積が500平方メートル以内で、かつ、同号の建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。
	キ　条例第13条第1号に規定する開発行為を行おうとする土地(カで新たに敷地の一部とした土地を含む。)の面積が500平方メートル以内で、かつ、同号の建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。

	(2)　条例第13条第2号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(2)　条例第13条第2号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア　線引き前から継続して宅地であったことが次のいずれかにより確認することができる土地であること。
	ア　線引き前から継続して宅地であったことが次のいずれかにより確認できる土地であること。

	(ア)～(エ)　略
	(ア)～(エ)　略

	イ・ウ　略
	イ・ウ　略

	エ　条例第13条第2号に規定する開発行為を行おうとする建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。
	エ　条例第13条第2号に規定する開発行為を行おうとする建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。

	(3)　条例第13条第3号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(3)　条例第13条第3号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア　略
	ア　略

	イ　従前の建築物が確認済建築物又は線引き前建築物であること。
	イ　従前の建築物が、確認済建築物又は線引き前建築物であること。

	ウ　略
	ウ　略

	エ　従前の建築物が条例第7条第1号又は第3号の建築物である場合にあっては、建築物を移転しようとする者又はその者と生計を一にする者が、従前の建築物以外に条例第7条第1号又は第3号の建築物を所有していないこと。
	エ　従前の建築物が条例第7条第1号又は第3号の建築物である場合には、建築物を移転しようとする者又はその者と生計を一にする者が、従前の建築物以外に条例第7条第1号又は第3号の建築物を所有していないこと。

	オ　代替建築物を建築する土地が収用対象事業の実施に伴う代替地として取得した土地であることが、起業者が発行する書類(建築物を移転しようとする者、起業者及び代替地の売主との間に締結された土地売買契約書、物件移転契約書等)により証明することができること。
	オ　代替建築物を建築する土地が収用対象事業の実施に伴う代替地として取得した土地であることが、起業者が発行する書類(建築物を移転しようとする者、起業者及び代替地の売主との間に締結された土地売買契約書、物件移転契約書等)により証明できること。

	カ　略
	カ　略

	キ　代替建築物の用途が従前の建築物と同一であること。
	キ　代替建築物の用途が、従前の建築物と同一であること。

	ク・ケ　略
	ク・ケ　略

	コ　代替建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、代替建築物の延べ面積が従前の1.5倍以内であること。ただし、当該建築物の敷地面積及び延べ面積がともに従前の1.2倍以内の場合は、この限りでない。
	コ　代替建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、代替建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。ただし、当該建築物の敷地面積及び延べ面積がともに従前の1.2倍以内の場合は、この限りでない。

	サ　略
	サ　略

	(4)　条例第13条第4号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれかに該当すること。
	(4)　条例第13条第4号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

	ア　条例第7条第1号の建築物の建替えのための新築、増築又は改築(以下この号において「新築等」という。)にあっては、次のいずれにも該当すること。
	ア　条例第7条第1号の建築物の建替えのための新築、増築又は改築(以下この号において「新築等」という。)にあっては、次のいずれにも該当すること。

	(ア)・(イ)　略
	(ア)・(イ)　略

	(ウ)　新築等を行う建築物の延べ面積が従前の建築物の1.5倍を超える場合にあっては、新築等を行う建築物の敷地面積が従前の建築物の敷地面積より増加しないこと。ただし、(エ)に該当するときを除く。
	

	(エ)　新築等を行う建築物の敷地面積が従前の建築物の敷地面積より増加する場合にあっては、増加後の敷地面積が500平方メートル以内であること。
	(ウ)　新築等を行う建築物の敷地面積が、従前の建築物の敷地面積より増加すること。


	
	(エ)　新築等を行う建築物の敷地面積の合計が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。

	イ　条例第7条第1号の建築物以外の建築物の新築等にあっては、次のいずれにも該当すること。
	イ　条例第7条第1号に該当する建築物以外の建築物の新築等にあっては、次のいずれにも該当すること。

	(ア)　アの(ア)及び(イ)に掲げる要件
	(ア)　アの(ア)、(イ)及び(エ)の要件

	(イ)　新築等を行う建築物の延べ面積が従前の建築物の1.5倍を超える場合にあっては、新築等を行う建築物の敷地面積が500平方メートル以内であること。
	(イ)　新築等を行う建築物の延べ面積が従前の建築物の1.5倍を超えること。

	(ウ)　新築等を行う建築物の敷地面積が従前の建築物の敷地面積より増加しないこと。
	(ウ)　従前の建築物の敷地内で新築等を行うこと。

	(5)　条例第13条第5号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(5)　条例第13条第5号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア～ウ　略
	ア～ウ　略

	エ　建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。
	エ　建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。

	(6)　条例第13条第6号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれかに該当すること。
	(6)　条例第13条第6号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれかに該当すること。

	ア　建築物を建築しようとする者が当該大規模指定集落に生計の本拠を有している者又はかつて有していた者である場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	ア　建築物を建築しようとする者が当該大規模指定集落に生計の本拠を有している者又はかつて有していた者である場合にあっては、次のいずれにも該当すること。

	(ア)・(イ)　略
	(ア)・(イ)　略

	(ウ)　前号エに掲げる要件
	(ウ)　前号エの要件

	イ　当該大規模指定集落に線引き前(収用対象事業の実施による移転で当該大規模指定集落に住所を有することとなった場合にあっては、その時点)から継続して住所を有する世帯の一部の者の二親等内の血族の者が、従前の世帯から分かれて新たな世帯を構成するために必要な建築物を建築しようとする場合にあっては、次のいずれにも該当すること。
	イ　当該大規模指定集落に線引き前(収用対象事業の実施による移転で当該大規模指定集落に住所を有することとなった場合にはその時点)から継続して住所を有する世帯の一部の者の二親等内の血族の者が、従前の世帯から分かれて新たな世帯を構成するために必要な建築物を建築しようとする場合にあっては、次のいずれにも該当すること。

	(ア)・(イ)　略
	(ア)・(イ)　略

	(ウ)　アの(イ)及び(ウ)に掲げる要件
	(ウ)　アの(イ)及び(ウ)の要件

	(7)　条例第13条第7号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(7)　条例第13条第7号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア～ウ　略
	ア～ウ　略

	エ　第5号エに掲げる要件
	エ　第5号エの要件

	(8)　条例第13条第8号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。
	(8)　条例第13条第8号に規定する開発行為　次に掲げる要件のいずれにも該当すること。

	ア　第3号ウ及びエ並びに第5号エに掲げる要件
	ア　第3号ウ及びエの要件

	イ　従前の建築物の移転が、次のいずれかに該当するものであること。
	イ　従前の建築物の移転が、次のいずれかに該当するものであること。

	(ア)～(ウ)　略
	(ア)～(ウ)　略

	(エ)　建築基準法第10条の勧告又は命令に基づく移転
	(エ)　建築基準法第10条第1項の命令に基づく移転

	(オ)　その他条例、要綱又は特定の行政機関の指示に基づく(ア)から(エ)までに掲げる移転と同等と認められる移転
	(オ)　その他条例、要綱又は特定の行政機関の指示に基づく(ア)から(エ)までと同等と認められる移転

	
	ウ　建築物の敷地面積が500平方メートル以内で、かつ、建築物の延べ面積が180平方メートル以内であること。ただし、当該建築物の敷地面積及び延べ面積がともに従前の1.2倍以内の場合は、この限りでない。

	ウ　略
	エ　略

	(法第43条の規定による建築の制限を受けない建築物の新築等)

第18条　市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域において、法第43条の規定による建築の制限を受けない建築物の建替えのための新築、増築又は改築(以下この条において「新築等」という。)は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。
	(法第43条の規定による建築の制限を受けない建築物の新築等)

第18条　市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域において、法第43条の規定による建築の制限を受けない建築物の建替えのための新築、増築又は改築(以下この条において「新築等」という。)は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

	(1)　確認済建築物の新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの
	(1)　確認済建築物の新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの

	ア　略
	ア　略

	イ　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の確認済建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。
	イ　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の確認済建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。

	ウ　新築等を行う建築物の用途が従前の建築物と同一であること。
	ウ　新築等を行う建築物の用途が、従前の建築物と同一であること。

	エ　略
	エ　略

	(2)　線引き前建築物に係る新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの
	(2)　線引き前建築物に係る新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの

	ア　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の線引き前建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。
	ア　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の線引き前建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。

	イ　前号ウ及びエに掲げる要件
	イ　前号ウ及びエの要件

	(3)　確認済建築物及び線引き前建築物が共に存する敷地内で行う新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの
	(3)　確認済建築物及び線引き前建築物が共に存する敷地内で行う新築等であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの

	ア　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の確認済建築物及び線引き前建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。
	ア　新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が、従前の確認済建築物及び線引き前建築物の延べ面積の1.5倍を超えないものであること。ただし、新築等を行った後の敷地内の建築物の延べ面積が180平方メートルを超えない条例第7条第1号の建築物にあっては、この限りでない。

	イ　第1号ア、ウ及びエに掲げる要件
	イ　第1号ア、ウ及びエの要件

	
	


